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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期
累計期間

第12期
第３四半期
累計期間

第11期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (千円) 9,184,397 10,243,370 13,020,107

経常利益 (千円) 620,436 543,268 937,386

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 345,418 △206,037 529,332

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 1,775,374 1,780,414 1,775,374

発行済株式総数 (株) 6,905,500 34,599,500 6,905,500

純資産額 (千円) 5,345,522 5,229,873 5,529,451

総資産額 (千円) 8,117,259 10,540,999 9,138,180

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 10.00 △5.96 15.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 9.58 － 14.69

１株当たり配当額 (円) － － 3.00

自己資本比率 (％) 65.9 49.6 60.5

　

回次
第11期

第３四半期会計期間
第12期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.11 5.71

(注)１． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 平成27年１月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。第11期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

３． 第12期第３四半期累計期間において、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更

があった事項は以下のとおりであります。

当社は平成25年10月11日に、元従業員３名を原告とし当社を被告とした未払い残業代等の総額29,787千円の支払

い請求の訴訟の提起を受けておりましたが、平成27年６月15日に10,000千円の和解金にて原告との和解が成立いた

しました。このため、前事業年度の有価証券報告書に記載した「（9）訴訟等」は消滅しております。

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

(経営成績)

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、日銀が発表した９月の全国企業短期経済観測調査（短観）による

と、企業の景況感を示す業況判断指数（ＤＩ）は、代表的指標の大企業製造業でプラス12と前回６月調査を３ポイン

ト下回り、３四半期ぶりに悪化しました。中国経済の減速が響き、「生産用機械」などの設備投資関連業種や「電気

機械」を中心に企業心理が冷え込み、先行きは不透明な状態が続いております。

当社の属する住宅関連業界及び建設業界におきましては、住宅着工戸数は９月の新設住宅着工は、持家、貸家が増

加したため全体で前年同月比2.6％の増加となりました。一方で建築物におきましては、前年同月と比較すると店舗、

工場及び倉庫が増加しましたが、事務所が減少したため全体で減少となりました。消費税増税による反動減の影響が

大きかった持家は前年同月比で５か月連続の増加となりましたが、１月からの累計期間においては前年比で1.0％の

減少でありました。

このような状況のもと、当社は主力商品である「アクアフォーム」の施工販売と断熱材市場の開拓に注力してまい

りました。特に建築物施工における特別損失の発生以後、製品の原料をメーカーから購入する既製品から自社ブラン

ドによる製造委託にシフトする方針を強力に推し進めたことにより、製品の品質の安定化と大幅なコストの削減を実

現することができました。この結果、売上高は当事業年度においては安定した数字で推移しており、原料コストの低

下が実現したことにより収益の改善にも繋がっております。

これらの結果、当第３四半期累計期間の売上高につきましては、10,243百万円（前年同期比11.5％増）となりまし

た。営業利益につきましては、前述のとおり自社ブランドによる原料の製造委託を強力に推し進めたことにより当第

３四半期において大幅に改善してまいりましたが、第２四半期までに生じたリフォームカーの受注から検収・引渡し

に数カ月を要したことや、施工体制及び販売体制の強化による固定費の増加の影響もあり541百万円（前年同期比

13.6％減）となりました。経常利益につきましては543百万円（前年同期比12.4％減）となり、四半期純損失につき

ましては、第２四半期累計期間に計上した建築物施工における特別損失の影響により、206百万円（前年同期は345百

万円の四半期純利益）となりました。

（２）財政状態の分析

(総資産)

　当第３四半期会計期間末における総資産は10,540百万円（前事業年度末比15.3％増）となり、前事業年度末に比べ

て1,402百万円の増加となりました。

(流動資産)

　当第３四半期会計期間末における流動資産は7,791百万円（前事業年度末比4.2％増）となり、前事業年度末に比べ

321百万円の増加となりました。この増加の主な要因は、固定資産の取得により現金及び預金が722百万円減少し、一

方で自社ブランドで製造した原料等のたな卸資産が476百万円、未収入金が657百万円増加したことなどによるもので

あります。

(固定資産)

　固定資産は2,749百万円（前事業年度末比64.8％増）となり、前事業年度末に比べ1,081百万円の増加となりまし
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た。この増加の主な要因は、拠点・営業所と倉庫としての使用を予定している建物が着工及び竣工したことにより建

物が226百万円、建設仮勘定が851百万円増加したこと、及び特別損失の発生に伴い繰延税金資産が増加したことによ

り投資その他の資産が266百万円増加したこと、一方でリースバックにより車両が304百万円減少したことなどによる

ものであります。

(流動負債)

　当第３四半期会計期間末における流動負債は4,056百万円（前事業年度末比13.2％増）となり、前事業年度末に比

べ474百万円の増加となりました。この増加は主に、未払法人税等が136百万円減少したものの、短期借入金が699百

万円発生したことによるものであります。

(固定負債)

　固定負債は1,254百万円（前事業年度末比4647.1％増）となり、前事業年度末に比べ1,228百万円の増加となりまし

た。この増加の主な要因は、長期借入金が784百万円発生したこと、特別損失の発生による工事損失補償引当金の増

加451百万円によるものであります。この結果、当第３四半期会計期間末における負債合計は5,311百万円となり、前

事業年度末に比べ1,702百万円の増加となりました。

(純資産)

　当第３四半期会計期間末における純資産は5,229百万円となり、前事業年度末に比べ299百万円の減少となりまし

た。この減少の主な要因は、配当の支払103百万円、四半期純損失206百万円の計上によるものであります。

　この結果、当第３四半期会計期間末における自己資本比率は49.6％（前事業年度末は60.5％）となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,599,500 34,609,500
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100株であります。

計 34,599,500 34,609,500 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日
（注）

12,500 34,599,500 875 1,780,414 875 1,760,414

　（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

34,585,700
345,857

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
また、単元株式数は100株であります。

単元未満株式 1,300 ― ―

発行済株式総数 34,587,000 ― ―

総株主の議決権 ― 345,857 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年１月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,995,828 2,272,945

受取手形及び売掛金 2,958,243 2,812,167

たな卸資産 551,252 1,027,619

未収入金 836,605 1,494,221

その他 138,327 188,244

貸倒引当金 △9,868 △3,718

流動資産合計 7,470,387 7,791,479

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 313,598 583,627

土地 291,083 289,976

建設仮勘定 276,030 1,127,074

その他（純額） 602,042 293,818

有形固定資産合計 1,482,755 2,294,497

無形固定資産 42,904 46,652

投資その他の資産

その他 145,538 412,734

貸倒引当金 △3,405 △4,363

投資その他の資産合計 142,133 408,370

固定資産合計 1,667,793 2,749,519

資産合計 9,138,180 10,540,999
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,928,323 2,882,877

リース債務 89,605 38,673

未払法人税等 200,878 64,771

賞与引当金 20,106 74,002

短期借入金 － 699,200

その他 343,385 296,931

流動負債合計 3,582,298 4,056,457

固定負債

長期借入金 － 784,200

工事損失補償引当金 － 451,570

リース債務 23,462 1,511

その他 2,968 17,387

固定負債合計 26,430 1,254,668

負債合計 3,608,729 5,311,125

純資産の部

株主資本

資本金 1,775,374 1,780,414

資本剰余金 1,755,374 1,760,414

利益剰余金 1,998,624 1,689,004

株主資本合計 5,529,373 5,229,833

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 78 40

評価・換算差額等合計 78 40

純資産合計 5,529,451 5,229,873

負債純資産合計 9,138,180 10,540,999
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 9,184,397 10,243,370

売上原価 7,126,012 8,147,038

売上総利益 2,058,385 2,096,331

販売費及び一般管理費 1,432,067 1,555,263

営業利益 626,317 541,067

営業外収益

受取利息 412 426

受取保険金 4,403 12,028

その他 1,593 3,051

営業外収益合計 6,408 15,506

営業外費用

支払利息 2,190 1,947

売上割引 9,354 11,144

その他 745 214

営業外費用合計 12,289 13,306

経常利益 620,436 543,268

特別利益

固定資産売却益 8,942 6,961

特別利益合計 8,942 6,961

特別損失

工事損失補償引当金繰入額 － ※ 750,000

訴訟和解金 － 10,000

固定資産売却損 876 7,101

固定資産除却損 1,912 1,477

その他 0 5,140

特別損失合計 2,789 773,719

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 626,590 △223,489

法人税、住民税及び事業税 279,659 241,835

法人税等調整額 1,512 △259,287

法人税等合計 281,171 △17,451

四半期純利益又は四半期純損失（△） 345,418 △206,037
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【注記事項】

(追加情報)

重要な引当金の計上基準

　 工事損失補償引当金

当社がＲＣ建築物向けに施工した断熱材の一部に不具合が発生しており、これに関わる補修費用等の負担に備

えるため、将来に負担が見込まれる金額を見積もり、「工事損失補償引当金」として計上しております。

　

(四半期損益計算書関係)

　※ 工事損失補償引当金繰入額

　 当第３四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日)

当社は、平成24年12月期よりＲＣ建築物向け断熱材の施工販売を開始しました。ＲＣ建築物向け断熱材の施工

に使用する原材料は開始当初、特定の仕入先より限定的に仕入れておりましたが、施工量が増加するに従い、仕

入ルートを増やし、仕入価格の低下と供給量の増加を図ってまいりました。また、同時に原材料品質のテスト及

び検査を行ってまいりました。しかしながら、気温が低下する時期に施工した一部の案件において、収縮等によ

り断熱材が変形する現象が見られ、補修するための追加費用が発生することとなりました。事象発生の原因につ

いては、当社の調査は完了し一部特定の原材料の不具合によるものと判断し、現在原材料メーカーと協議中であ

ります。協議の状況によっては原材料メーカーの責任となるため当社の責任負担が軽減されます。現時点では元

請先との工事請負契約に基づき当社が費用を負担する必要があるため、追加費用の発生額及び原材料の廃棄処分

費等の今後必要とされる費用を見積り、工事損失補償引当金繰入額を特別損失として計上しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

減価償却費 152,698千円 156,087千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 103,582 15.00 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　 該当事項はありません。

当第３四半期累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月26日
定時株主総会

普通株式 103,582 15.00 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は、熱絶縁工事業及び付帯業務の単一事業であり、開示対象となるセグメントがないため、記載を省

略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額
　 又は１株当たり四半期純損失金額(△)

10.00 △5.96

(算定上の基礎)

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) 345,418 △206,037

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)(千円)

345,418 △206,037

普通株式の期中平均株式数(株) 34,527,500 34,569,299

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9.58 －

(算定上の基礎)

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 1,506,490 －

(うち、新株予約権(株)) (1,506,490) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）１．平成27年１月１日付で、普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。前第３四半期累計期

間の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及

び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　 ２．当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月９日

株式会社 日 本 ア ク ア

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 日 下 靖 規 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 田 徹 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 草 野 耕 司 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本ア

クアの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第12期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本アクアの平成27年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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